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一般競争入札対象工事書
（第６８－４５号）

（財）茨城県開発公社

１ 入札対象工事 １ 工事種別及び工事箇所

工 事 名： 第６８－４５号

茨城中央工業団地（笠間地区）

河川改修工事（３工区）

工事箇所： 笠間市 長兎路 地内

工 期： 平成２３年３月１５日まで

２ 工事概要

河川改修工事 L＝ 122 m

盛土工 Ｖ＝ 6,600 m3

かごマット工 L＝ 1,609 m2

地盤改良工 Ａ＝ 2,055 m3

３ 予定工事価格 55,230,000 円 （税込)

２ 競争参加資格

（１）営業所の所在地 ・水戸土木事務所管内に建設業法に基づく，主たる営業所（本店）があ

ること。

（２）格付 ・土木一式工事Ｓ又はＡ，（特定建設業の許可を受けたものとする。）

土木一式工事 総合点数 1,000点以上

（３）技術者の配置 ・１級土木施工管理技士で監理技術者資格者証及び管理技術者講習修了

証を有するものを専任で配置できること。

・競争参加資格確認申請のあった日において，引き続き３ヶ月以上雇用

関係がある者であること。

３ 提出書類 ・別紙による

４ 申請書の作成について ・別紙による

５ 入札の方法について ・一般競争入札（郵便入札）を実施する。

６ 説明会 ・実施しない

７ この対象工事書の周知 ・平成２２年 ９月 ３日（金）から

期間 平成２２年 ９月２１日（火）まで

８ 受領期限 ・平成２２年 ９月２１日（火）必着

９ 競争入札執行（開札） 平成２２年 ９月２２日（水） 午前１１時００分

・場所：（財）茨城県開発公社 総務部総務企画課 ℡ 029-301-7000

10 備考 ・２欄の格付及び総合点数については，平成２１, ２２年度茨城県建設

工事入札参加資格者名簿に登載されたものとする。

・茨城県建設工事請負業者指名停止等措置要領に基づく，指名停止措置

を公告日から競争参加資格確認の日までの間のいずれの日にも受けて

いる期間中でないこと。

・現在，（財）茨城県開発公社発注の土木工事を受注していないこと。

・本工事申請者の重複申請は可とする。
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財団法人 茨城県開発公社一般競争入札の公告
（郵便入札） 平成２２年９月３日

茨城中央工業団地（笠間地区） 河川改修工事（３工区）

１ 入札対象工事

（１）工事番号・工事名及び工事場所

・工事番号 第６８－４５号

・工 事 名 茨城中央工業団地（笠間地区） 河川改修工事（３工区）

・工事場所 笠間市 長兎路 地内

（２）工事概要

河川改修工事 Ｌ＝ 122.0 m

盛土工 Ｖ＝ 6,600.0 m3

かごマット工 Ｌ＝ 1,609.0 m2
地盤改良工 Ａ＝ 2,055.0 m3

（３）工期 平成２３年３月１５日まで

（４）予定工事価格 55,230,000 円 （税込）

２ 一般競争入札参加資格

本工事の入札に参加するものに必要な資格は，次のとおりである。

（１）必要な資格は，別に公示するもののほか次のとおりである。
ア 会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づき更正手続開始の申し立てが

なされている者でないこと。
イ 茨城県建設工事請負業者入札参加資格審査要項に基づき，一般競争入札参加資

格の認定を受けている者であること。
ウ 茨城県建設工事請負業者指名停止等措置要領に基づき，指名停止措置を公告の

日から競争入札参加資格の確認の日までの間のいずれの日にも受けていない者
であること。

３ 競争入札参加資格確認等

（１）対象工事の入札参加するための入札前の入札参加申請手続きの審査は要しない。
（２）対象工事の入札参加を希望する者は，入札書提出のときに競争参加資格確認申請

書（様式第３号。以下「申請書」という。）及び競争参加資格確認資料（様式第
４号。以下「資料」という。）各１部を入札書と同封により提出するものとする。

ア 申請書，資料の作成説明会
・実施しない

イ 申請書，資料のヒアリング
・実施しない

ウ 競争入札参加資格の確認は，開札日現在で行い，競争参加資格確認通知書は通
知しない。

４ 設計図書の閲覧等

（１）設計図書等は，申し出に基づき次により閲覧に供する。

・期間
平成２２年９月３日（金）～平成２２年９月２１日（火）まで
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（ただし，土曜日，日曜日及び祝日等は除く）
いずれも午前９時から午後４時まで。（ただし，１２時から１３時を除く）

・場所
（財）茨城県開発公社 総務部総務企画課

（２）設計図書等に対する質問がある場合は，簡易な内容を除き書面をファックスによ
り行うこと。
・質疑受付期間 平成２２年９月１３日（月）まで

（ただし，土曜日，日曜日及び祝日等を除く。）
・書面の提出先
（財）茨城県開発公社 総務部総務企画課
電話番号 029-301-7000

FAX番号 029-301-7010

・回答閲覧期間
平成２２年９月３日（金）～平成２２年９月２１日（火）まで
（ただし，土曜日，日曜日及び祝日等は除く）
いずれも午前９時から午後４時まで。（ただし，１２時から１３時を除く）

５ 現場説明会

・実施しない。

６ 競争入札執行（開札）の日時及び場所

（１）日時
平成２２年９月２２日（水） 午前１１時００分から

（２）場所
（財）茨城県開発公社 総務部総務企画課

郵便入札のため，入札参加者の立会いは行わない。なお，立会いを希望する
入札参加者は立会いすることができる。
なお，落札となるべき同額の入札をした者が二者以上あるときは，ただちに

「くじ引き」の手続きを行うので，連絡担当者は，当日連絡を受けられる体制
を整えておくこと。

７ 入札方法等

（１）簡易書留による郵便入札とし，持参，電報又はファックスよる入札は，認めない。
ア 受領期限 平成２２年９月２１日（火）必着

期限を過ぎて到着した入札書は，受理しない。
イ 提出先

（財）茨城県開発公社 総務部総務企画課
電話番号 029-301-7000

FAX番号 029-301-7010
ウ 提出書類
・入札書（茨城県建設工事執行規則（昭和４３年茨城県規則第６９号）様式

第１号）
・工事費内訳書
・連絡担当者の名刺１枚
・最新の経営事項審査結果通知書（建設業法（昭和２４年法律第１００号）

第２７条の２７第１項に基づく通知）の写し
すでに経営事項審査を受審した者であって，最新の経営事項審査結果通知書
が送達されていない場合は，経営事項審査完了票の写し

・申請書及び資料
・１級土木施工管理技士で監理技術者資格者証及び管理技術者講習終了証の写し
・競争参加資格確認申請のあった日において、引き続き 3ヶ月以上雇用している
ことを証明できるものの写し

エ 郵送方法
封筒は任意の二重封筒とし，次のとおりとする。
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・中封筒は，入札書を入れて，封かんのうえ，「入札書在中」を朱書き表記し，
開札日，入札に係わる工事番号及び工事名，入札参加者の商号又は名称を表
記するものとする。

・表封筒は，入札書を同封した中封筒，工事費内訳書，連絡担当者の名刺１枚
及び最新の経営事項審査結果通知書の写しを入れ，表に入札書送付先郵便番
号，住所及び機関名，入札に係わる工事番号及び工事名，入札参加者の住所
及び商号又は名称を表記し，併せて，「入札書在中及び開札日」を朱書きする。

（２）入札に際しては，地方自治法（昭和２２年法律第６７号），私的独占の禁止及び
公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号））等関係法令を遵守す
ること。

（３）落札決定にあたっては，入札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相
当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数
金額を切り捨てた金額）をもって落札価額とするので，入札者は，消費税に係わ
る課税業者であるかを問わず，見積もった契約金額の１０５分の１００に相当す
る金額を入札書に記載すること。

（４）提出した入札書の引き換え又は変更は認めない。

（５）入札執行回数は，１回とする。

（６）最低制限価額を設定している。

（７）落札者は，予定価額の制限の範囲内の価額で最低制限価額以上の価額をもって入
札をした者のうち最低の価額の申込者とする。

（８）競争入札参加資格の無い者のした入札，申請書又は資料に虚偽の記載をした者の
入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

（９）入札結果は，入札後直ちに全ての入札参加者に対し，電話又はファックスにより
連絡がある。

８ 入札保証金

免除する。

９ 契約保証金

納付する。ただし，利付国債，利付き茨城県債の提供又は金融機関等の保証を
もって契約保証金の納付に代えることができる。又，公共工事履行保証証券に
よる保証を付し又は履行保証保険契約の締結を行った場合は，契約保証金の納
付を免除する

10 請負契約書の作成

別冊建設工事請負契約書により，契約書を作成するものとする。

11 工事費内訳書

（１）入札に際し，入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書の提出を求め
る。

（２）工事費内訳書の様式は金抜き設計書の本工事費内訳書の様式により単価，金額等
を明らかにしたものであること。

（３）工事費内訳書は，返却しない。

12 入札の無効

（１）次のいずれかに該当する場合の入札は，無効とする。
ア 入札について不正の行為があった場合
イ 入札書に記載した金額その他必要事項を確認しがたい場合又は記名押印のな
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い場合
ウ 指定の開札日前日（土曜日，日曜日及び祝日等を除く。）までに到着しない

場合
エ 入札書を２通以上提出した場合
オ 入札書を提出しなかった場合
カ 工事費内訳書を提出しなかった場合

（２）この公告において示した競争参加資格のない者のした入札，申請書又は資料に虚
偽の記載をした者のした入札並びにこの公告において示した入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。

（３）開札時点において２に掲げる競争参加資格のない者のした入札は，無効とする。

13 辞退

入札参加者は，当該入札を辞退する場合は，その旨を付した書面に住所，商号又
は名称，代表者の記名押印して郵送するものとし，その場合において，別記８に
より封筒に入札に係わる工事番号及び工事名，入札参加者の住所及び商号又は名
称を表記し，「開札日」と「辞退」を朱書きするものとする。

14 その他

提出された資料は，返却しない。ただし，公表したり，無断で他の目的に使用す
ることはしない。


